
- 99 - 

 

令和 7年度厚生労働科学研究費補助金 

（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

空気質部会：空気質・換気基準に関する検討 

 

分担研究者  鍵 直樹 東京科学大学環境・社会理工学院 教授（主査） 

研究代表者  本間義規 国立保健医療科学院建築・施設管理研究部 部長（幹事） 

分担研究者  東 賢一 近畿大学医学部 教授 

分担研究者  大岡龍三 東京大学生産技術研究所 教授 

分担研究者  長谷川兼一 秋田県立大学システム科学技術学部 教授 

研究協力者  林 基哉 北海道大学大学院工学研究院 客員教授 

 

研究要旨 

建築物環境衛生管理基準の設定根拠について，当時の報告書をもとに整理を行い，近年の知見で

は，二酸化炭素，浮遊粉じん，一酸化炭素，ホルムアルデヒドにおいて，諸外国や国際機関でリス

ク評価が行われ，ガイドラインが設定されている。さらに室内の微生物汚染や大気中の超微小粒子

汚染など，室内環境や大気汚染による健康影響が近年示唆されている。 

室内 PM2.5については，諸外国の指針値を調査し，その発生源と建築物における実態について文

献調査を行っている。特定建築物においては，室内発生とともに外気の侵入を考慮する必要があり，

WHO の指針値を達成するための対策としては空調機エアフィルタが重要な役割があること，低濃

度を基準値と比較するには測定方法に課題があることを述べている。 

室内環境，特に室内空気質の総合的な評価について，既往研究のまとめを行い，大気環境で用い

られているAQIとともに，室内空気質について考慮している文献の調査を行った。それぞれの提案

手法には，長所，短所があり，特定建築物に適用する際には，更なる検討の必要性を述べている。 

さらに，換気基準の考え方として，ASHRAE Standard 62.1のレピューも行った。 

 

  

1.1 建築物環境衛生管理基準・空気質基準の設

定根拠と整理（鍵直樹、本間義規、東賢一、大

岡龍三、長谷川兼一、林基哉） 

 

A. 研究目的 

建築物における衛生的環境の確保に関する

法律（建築物衛生法）に規定する建築物環境衛

生管理基準については、近年の特定建築物を取

り巻く状況は大きく変化し、国際機関では室内

空気質ガイライン等の見直しが行われているこ

とから、厚生労働省では令和 2 年 12 月に建築

物衛生に係る有識者で構成する「建築物衛生管

理に関する検討会」を立ち上げ、国際基準等を

踏まえた建築物環境衛生管理基準の見直し等の

検討を行い、一酸化炭素および温度の基準を令

和 4年 4月に改定した。また、この検討会の報

告書「建築物衛生管理に関する検討会報告書（令

和 3年 7月）」によれば、一酸化炭素、温度の他

に、微小粒子状物質（PM2.5）、二酸化炭素につ

いても検討結果を報告しており、PM2.5につい

て空気環境の調整の項目に追加する場合は、空

気環境の測定方法、具体的な維持管理手法、事

業登録制度との整理等が必要であることから、

引き続きデータ等を収集すること、二酸化炭素

については健康影響を考慮しつつ、建築物衛生

法における二酸化炭素濃度の基準値のあり方を

引き続き検討するとしている。 

本報では、空気環境の測定項目である、温度、

相対湿度、気流、二酸化炭素、浮遊粉じん、一

酸化炭素、ホルムアルデヒドに関して、これら

の環境衛生管理基準を設定するにあたっての経

緯や根拠について解説する。さらに、室内
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PM2.5の特徴を述べるとともに、建築物衛生法

における空気質に関する環境衛生管理基準の項

目（二酸化炭素、一酸化炭素、浮遊粉じん、ホ

ルムアルデヒド）の評価手法について、関連研

究のレビューを行った。また、ASHRAE 62.1を

対象に、換気と室内空気質の規格について検討

を行った。 

 

B. 建築物環境衛生管理基準の制定根拠 

B.1 はじめに 

建築物における衛生的環境の確保に関する

法律（建築物衛生法）（昭和 45 年 4 月 14 日法

律第二十号）「第四条第一項」では、「建築物環

境衛生管理基準」を規定している。ここでは、

特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該

特定建築物の維持管理について権原を有するも

のは、政令で定める基準に従って当該特定建築

物の維持管理をしなければならないと規定され

ている。 

建築物における衛生的環境の確保に関する

法律施行令（建築物衛生法施行令）は、1970年

（昭和 45 年）10 月 12 日に公布されている。

その後、幾多の改正を経て、2022年（令和 4年）

4 月 1 日に改正された施行令（政令第三百四十

七号）が、建築物環境衛生管理基準としては最

新の内容である。その後の 2025年（令和 7年）

4月 16日に改正がなされたが、建築物環境衛生

管理技術者試験の受験手数料が 13,900 円から

17,900円に増額されたのみの改正である。 

建築物衛生法施行令に規定されている建築

物環境衛生管理基準において、空気調和設備を

設けている場合の空気環境の調整に関する基準

は表 1の通りである。 

 

表１ 建築物環境衛生管理基準 

項目 基準 

浮遊粉じ

んの量 

0.15mg/m3以下 

一酸化炭

素の含有

率 

6 ppm 10ppm（厚生労働省令で定める

特別の事情がある建築物にあつては、

厚生労働省令で定める数値）以下 

二酸化炭

素の含有

率 

1000ppm以下 

温度 一 18℃ 17℃以上 28℃以下 

二 居室における温度を外気の温度

より低くする場合は、その差を著

しくしないこと。 

相対湿度 40%以上 70%以下 

気流 0.5m/秒以下 

ホルムア

ルデヒド

の量 

0.1mg/m3 (0.08ppm)以下 

* 取り消し文字の部分の基準は 2022年 4月 1日改に正

施行 

 

建築物環境衛生管理基準は、空気環境の調整、

給水および排水の管理、清掃、ねずみ・昆虫等

の防除に関し、環境衛生上良好な状態を維持す

るために必要な措置について定めている。本基

準は建築物内部の人工的な総合環境を網羅した

管理基準であり、この管理基準を遵守するため、

建築物の所有者は権原者として、管理技術者を

選任し、管理項目に沿った維持管理を実施する

義務が課せられている。本基準は制定後 50 年

以上経過した現在でも維持管理関係者に広く浸

透し、衛生規制として重要な役割を担っている。

また、対象外施設の維持管理基準やガイドライ

ンとしても広く参考とされ、活用されている。 

本報では、空気環境の測定項目である、温度、

相対湿度、気流、二酸化炭素、浮遊粉じん、一

酸化炭素、ホルムアルデヒドに関して、これら

の環境衛生管理基準を設定するにあたっての経

緯や根拠について解説する。 

 

B.2 建築物衛生法の設立の背景 

1965年（昭和 40年）6月 30 日、厚生大臣の

諮問に応じて、(1)環境衛生に係る公害に関する

重要事項、(2)水道・清掃施設・下水道の終末処

理場その他環境衛生に係る生活環境に関する重

要事項、これら 2項目を調査審議するために「公

害審議会」（1967 年 11 月 25 日に生活環境審議

会に改名）が発足した 1)。この審議会の中に生

活環境部会が設置され、「健康的な居住水準の設

定について」が 1965年 9月 27日に諮問された

（厚生省環第 659号）。その後、公害審議会の審

議過程において、「多人数利用建築物の衛生水準

の設定について」があわせて審議され、生活環
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境部会は、1966 年 8 月 13 日に上記 2 項目に関

する中間答申を公害審議会に提出した 2,3)。 

「多人数利用建築物の衛生水準の設定につ

いて」の中間答申では、ビルなどの建築物に対

する衛生上の設備およびその維持管理について

の十分な規制や指導が行われていないことから、

多くの問題が生じているので、国民の健康を保

持、増進するためには、厚生行政の立場から建

築物の環境衛生基準の設定、建築物の維持管理

に関する専門技術者制度の創設等について早急

に措置する必要があるというものであった 4)。

当時、夏期の冷房により消化器系疾患の罹患率

が上昇する例がみられること、旧式ビルで冬期

暖房中に二酸化炭素濃度が 0.3～0.4%まで上昇

する例がみられること、空気調和設備が適切に

使用されると粉じん濃度が外気濃度より下回る

ことが多いことなどが報告されていた。従って、

このような背景をもとに、厚生省ではこの問題

についての技術的な基礎固めを行うため、昭和

40年度厚生科学研究補助金により、社団法人空

気調和・衛生工学会に研究を委託した 5)。同学

会は、建築学、衛生工学、医学などの学者で組

織する委員会を立ち上げ、欧米先進諸国の制度

等も参考にして研究を進め、1966年 3月に「ビ

ルディングの環境衛生基準に関する研究」（委員

長：小林陽太郎 氏）6)が報告された。これらの

準備を経て、1970 年 4 月 14 日に「建築物にお

ける衛生的環境の確保に関する法律」が公布さ

れた。 

「建築物環境衛生管理基準」は、1970年 10月

1 2日に公布された「建築物衛生法施行令」の中

で規定された。基準値の概念としては、理想値、

目標値、推奨値、許容最低限度といった各段階

がある 6)。この管理基準は、基準違反に対して

直ちに法的措置がとられるものではなく、実現

可能な望ましい基準というべきものを示し、特

定建築物の所有者、占有者、その他の者で当該

特定建築物の維持管理について権原を有する者

に、遵守するよう要求しているものであって、

推奨値的性格の強いものとされている。 

 

B.3 建築物環境衛生管理基準の設定について 

建築物環境衛生管理基準の設定にあたって

は、「ビルディングの環境衛生基準に関する研究」

が基盤となっている。この報告書では、ビルデ

ィング、すなわち閉鎖された建築物の内部にお

いて、最小限 8時間以上継続的に労働する人体

に対し、安全、健康、快適性（選択性）、能率を

目的として環境衛生基準が検討されている。そ

して、空気環境に関わる基準として、温度、相

対湿度、気流、換気（二酸化炭素）、塵埃（じん

あい）、有害ガス（一酸化炭素、二酸化炭素）に

ついて基準が提案された。しかし、建築物環境

衛生管理基準は、この報告以降に発表された当

時の最新の知見とともに検討されており、特に、

一酸化炭素と浮遊粉じんについては、1960年代

の大気汚染での取り組みが参考にされている。

また、ホルムアルデヒドの基準値は、2002年 10

月に追加されており、これらの項目とは背景や

経緯が異なっている。温度と一酸化炭素の基準

は、世界保健機関（WHO）のガイドラインに基

づき 2021年 12月に改正された。 

建築物環境衛生管理基準に関わる法規等の

経緯を表 2に示す。空気質部会の報告書として、

二酸化炭素、浮遊粉じん、一酸化炭素、ホルム

アルデヒドの基準値設定について解説する。 

 

表 2 建築物環境衛生管理基準に関わる法規等の

経緯 

年月日 建築物衛生法関

連の法規・報告

等 

特記事項 

1965 年

9 月 27

日 

公害審議会に設

置された生活環

境部会 

「健康的な居住水準

の設定について」を

諮問 

1966 年

3 月 31

日 

「ビルディング

の環境衛生基準

に関する研究」

（厚生省より社

団法人空気調

和・衛生工学会

に委託）報告書 

空気調和、暖冷房、換

気、採光照明、騒音防

止に関する基準を扱

い、環境諸要素の基

準値として、目標値、

推奨値、許容限度の

段階的基準を提案 

1966 年

8 月 13

日 

公害審議会 「健康的な居住水準

の設定」および「多人

数利用建築物の衛生

水準について」に関

する中間答申 
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1970 年

4 月 14

日 

「建築物衛生

法」公布（昭和４

５年法律第２０

号） 

 

1970 年

10 月 12

日 

「建築物衛生法

施行令」公布（昭

和４５年政令第

３０４号） 

建築物環境衛生管理

基準として「浮遊粉

じん」「一酸化炭素」

「二酸化炭素」「温

度」「相対湿度」「気

流」の基準値等を規

定 

1970 年

10 月 13

日 

「建築物衛生

法」施行 

 

1970 年

10 月 13

日 

「建築物衛生法

施行令」施行 

 

2002 年

10 月 11

日 

「改正建築物衛

生法施行令」公

布（平成１４年

政令第３０９

号） 

「ホルムアルデヒド

の量」の建築物環境

衛生管理基準への追

加 

2021 年

12 月 24

日 

「改正建築物衛

生法施行令」公

布（令和３年厚

生労働省令第３

４７号） 

温度、一酸化炭素の

基準値を改正 

2021 年

4月 1日 

「改正建築物衛

生法施行令」施

行 

 

 

B.3.1  二酸化炭素 

1971 年に作成された建築物環境衛生管理技

術者講習会テキスト 4)において以下の記述があ

る、「二酸化炭素濃度は、空気清浄度の１つの指

標として、従来より測定されており、また居室

では、人の呼気、喫煙、炊事、また調理等によ

り、影響を受けやすい。二酸化炭素自体は、少

量であれば人体に有害ではないが、1000ppmを

超えると倦怠感、頭痛、耳鳴り、息苦しさ等の

症状を訴えるものが多くなり、フリッカー値の

低下も著しいこと等により定められたものであ

る。」 

「ビルディングの環境衛生基準に関する研

究」の報告書では、二酸化炭素を有害ガスとし

た場合の基準値として、許容限度 5000ppm、推

奨値 1500ppm、目標値 1000ppmが提案されてい

る。また、この報告書では、換気設備の組み合

わせに基づき設備等級に応じて定めた二酸化炭

素濃度の許容限度が示されている。換気設備の

組み合わせが最も簡素な場合は 0.07~0.10%

（700~1000ppm）、その組み合わせが増えるに従

い、0.10~0.15%（1000~1500ppm）、0.15~0.20%

（1500~2000ppm）が許容限度とされている。 

1968 年に世界保健機関（WHO）が公表した

「住居の衛生基準に対する生理学的基礎」8)で

は、二酸化炭素の基準について次の記載がある。

「最近まで地上の炭酸ガス（二酸化炭素）の作

用の研究に 2つの判定が用いられていた。その

第 1は、生理学的研究によると、0.5%（5000ppm）

以上の濃度になると、炭酸ガスは呼吸数をガス

交換に必要なレベル以上に増加させ、呼吸系統

に付加的な重荷を負わせる。第 2 は 1881 年に

Pettenkofer と Flügge は 0.07~0.1%（ 700～

1000ppm）を炭酸ガスの許容濃度とみなすと提

言した。第 2の数値は生理学的な基礎を持って

いないが、これは家庭内の空気の汚染の間接的

な指標としてかなり実際的な数値であると認め

られた。はなはだ最近まで、この値は室の中の

空気の更新に必要な速度を計算するのに用いら

れたし、また、室内の空気の質を評価して、換

気系統の能率を判定するのに用いられてきた。」

また、WHO の報告書では、1964 年に Eliseeva

が発表した研究を引用し、0.1%（1000ppm）の

炭酸ガスの吸入実験によって、呼吸、循環器系、

大脳の電気活動に変化がみられたと報告してい

る。 

従って、二酸化炭素の建築物環境衛生管理基

準の設定にあたっては、WHO の報告書で指摘

された二酸化炭素の判定基準を考慮しつつ、主

に空気清浄度の指標（換気の評価基準）の判定

指標として、二酸化炭素の管理基準を 1000ppm

に設定したと考えられる。近年の研究において

も、低濃度の二酸化炭素による人体影響が報告

されている 9)（表 3）。 
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表 3 二酸化炭素濃度と人体への影響 9) 

 

 

B.3.2 浮遊粉じん 

「ビルディングの環境衛生基準に関する研

究」で提案された浮遊粉じんの基準値は、大気

塵埃濃度に応じた計数法による室内塵埃濃度が

提案されていた。しかし当時、大気汚染に関す

る問題が社会的に大きくなったことから、1967

年に公害対策基本法、1968 年に大気汚染防止法

が公布され、これらの取り組みの中で、浮遊粉

じんも大気汚染物質として取り上げられていた。

大気汚染に対しては、厚生省環境衛生局公害部

（当時）が中心となって取り組んでいたが、建

築物衛生法も厚生省環境衛生局が取り組んでい

た。当時、建築物衛生法の検討時期と並行して、

大気汚染物質としての浮遊粉じんの目標値や大

気環境基準が検討されていた。従って、浮遊粉

じんの建築物環境衛生管理基準を設定するにあ

たっては、大気汚染での取り組みが参考にされ

たと考えられる。 

浮遊粉じんの建築物環境衛生管理基準が規

定された建築物衛生法施行令（1970年 10月 12

日）以前では、公害防止計画策定の基本指針と

して、浮遊粉じんの目標値(1)年間を通じて24時

間平均値 0.15mg/Nm3以下の日数 50%以上、(2)

同 0.3 mg/Nm3以下の日数 95%以上が 1969 年 5

月 27日に設定されている。これらの数値は、公

害防止計画策定研究会から提案された 24 時間

測定値の 50%値が 0.1～0.15mg/Nm3、24時間測

定値の 95%値が 0.2～0.3mg/Nm3を踏まえ、当時

の大気汚染の実態を考慮して採用されたもので

あった。公害防止計画策定研究会からの提案値

は、日本における特異性閉塞性呼吸器疾患の疫

学調査に基づくものであった。また、この基本

方針（案）に関する参考資料は、1969年（昭和

44年）5月に厚生省環境衛生局公害部がとりま

とめており、当時の諸外国における浮遊粉じん

の基準も参考にされている。建築物衛生法の制

定に対しては、厚生省環境衛生局が取り組んで

いたことからも、建築物衛生法における浮遊粉

じんの環境衛生管理基準は、公害防止計画策定

の基本指針における浮遊粉じんの目標値が採用

されたと考えるのが妥当であると考えられる。 

この後の 1970年 1月 20日、生活環境審議会

公害部会に浮遊ふんじん環境基準専門委員会が

発足し、1970年 12月 25日には浮遊粒子状物質

の環境基準に関する専門委員会の報告がなされ

ている 10)。この報告書では、浮遊粒子状物質の

環境基準として「(1)連続する 24 時間の平均 1

時間値 100μg/m3（0.1mg/m3）以下、(2)1時間値

200μg/m3（0.2mg/m3）以下であって両条件を常

に満足すること」が提案されている。この環境

基準の設定根拠は以下の通りであった。 

(1) 浮遊粒子状物質の濃度が 600μg/m3

（1200~300μg/m3）となると視程は 2km

以下となり、地域住民の中に不快、不健

康感を訴えるものが増加する。また交通

事故発生の増加に留意せねばならない

とされている。150μg/m3（300~75μg/m3）

となると視程は 8km以下となり、有視界

飛行は困難となるとされている。 

(2) 年平均値（24 時間値）100μg/m3の地区

での非特異的非伝染性呼吸器症状（例え

ば慢性気管支炎症状）の有症率がそれ以

下の地区に比べ増加がみられる。 

(3) 年平均値（24 時間値）100μg/m3の地区

に居住する学童の気道抵抗の増加がみ

られる。 

(4) 24 時間平均値 150μg/m3、1 時間平均値

300μ/m3の状態が出現すると病弱者、老

人の死亡率が増加する。 

(5) 米国における研究によれば年平均値 80

μg/m3から 100μg/m3に増加すると全死

亡率の上昇がみられた。 

(6) 英国における研究によれば年平均値 140

μg/m3 から 60μg/m3 に改善されたとき

地域の「たん」の排出量の著明な減少が

みられた。 
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1971 年に作成された厚生大臣指定建築物環

境衛生管理技術者講習会テキスト 4)によると、

以下の記述がある。「浮遊粉じんとは、その化学

性を考慮することなく、また生成過程を問わず

粒径が 10ミクロン（μ）以下の粒子状物質とし

ているのは大気汚染防止法と同じである。－中

略－。浮遊粉じんの人体への影響は著しいもの

があり特に呼吸器系に対しては直接的であり、

かつ、人に与える不快感、非特異的非伝染性呼

吸器症状の有症率あるいは死亡率、または病理

所見などを検討し、基準値を 0.15mg/m3 以下と

したものである。」ここで記載されている症状は、

上述の浮遊粒子状物質の環境基準の設定根拠で

報告された症状と同じである。 

浮遊粉じん環境基準専門委員会は、浮遊粒子

状物質の環境基準として、24時間の平均 1時間

値 100μg/m3（0.1mg/m3）以下を提案し、この数

値が環境基準となった。建築物衛生法の環境衛

生管理基準においては、公害防止計画策定研究

会から提案された 24 時間測定値の 50%値のう

ち、当時の特定建築物の実態を考慮して、

0.15mg/m3を採用したと考えられる。 

大気中の浮遊粉じんは、粒径が小さい微小粒

子ほど肺胞などの気道の奥深くまで侵入し、そ

こに沈着する割合が大きく、健康に対する影響

がより大きいと考えられている。従って、10μ

mよりもさらに小さい粒径の粒子（PM2..5）に焦

点があてられており、日本でも環境基準が 2009

年に設定されている。WHO が最新の空気質ガ

イドラインを設定しており、PM2.5の空気質ガイ

ドラインは 24時間平均値で 15 μg/m3、年間平

均値で 5 μg/m3である 11)。 

日本の建築物衛生法が適用される特定建築

物では、従来、環境たばこ煙が室内での主要な

粉じんの汚染源であった。しかしながら、分煙

化の推進や喫煙率の減少にともない、浮遊粉じ

んの基準値超過率は大幅に減少し、この 10 年

間は 2~3％程度となっている。浮遊粉じんにつ

いては、室内の浮遊粉じんの形状、粒径、化学

組成等の性状や挙動の把握を行い、再検討する

ことが適当であると考えられる。また、生物由

来の浮遊粉じんであるバイオエアロゾルに関し

ても、健康影響との関係が示唆されていること

から、建築物における汚染状況と健康影響に関

する実態を把握し、適切な措置を検討する必要

があると考えられる。 

 

B.3.3 一酸化炭素 

「ビルディングの環境衛生基準に関する研

究」の報告書で提案された一酸化炭素の基準値

は、推奨値 20ppm、目標値 10ppmであった。こ

れらの値は一酸化炭素を有害ガスとして評価し

たものである。一方、一酸化炭素も大気汚染物

質として、当時の最新の知見をもとに 1960年代

に大気環境基準が検討されていた。従って、建

築物環境衛生管理基準を設定するにあたっては、

大気汚染での取り組みが参考にされたと考えら

れる。 

一酸化炭素に係る環境基準の設定について

は、1969年（昭和 44年）1月以来、厚生大臣の

諮問機関である生活環境審議会に、そのための

専門委員会を設けて検討が進められ、委員会は

1969 年 9 月 11 日に生活環境審議会に対して一

酸化炭素の環境基準に関する報告を行った。そ

の後、生活環境審議会は、1969 年 12 月 22 日、

厚生大臣に対し、一酸化炭素に係る環境基準に

ついて答申を行なった。厚生省は、この答申を

基に政府原案を作成し、関係各省の意見を調整

した後、1970（昭和 45 年）2 月 16 日に中央公

害対策審議会の了承を得た。そして 1970年 2月

20日、公害対策会議及び閣議において、一酸化

炭素の環境基準を決定した 12)。一酸化炭素の環

境基準としては、(1)連続する 8 時間における 1

時間値の平均 20ppm以下、(2) 連続する 24時間

における 1時間値の平均10ppmのいずれをも満

たすものでなければならないとされた。一酸化

炭素（CO）の環境基準設定の根拠に関する専門

委員会の報告を表 4に示す。 

 

表 4 一酸化炭素の環境基準設定の根拠 12) 

項目 概要 

人の健

康と福

祉に及

ぼす影

響 

(1) COは血液中のヘモグロビン（CO血

球素）と結びつきその結合力が酸素

より 240倍強いため、CO血球素の

本来の酸素運搬の機能が阻害され

る。 

(2) CO が生体内のある種の酸素と結

合、または反応することによって生
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理機能障害が起こる。 

(3) 自然的に体内で一酸化炭素ヘモグ

ロビン（COHb）がごく少量である

が生成される。これは空気中に CO

がない場合、スムーズに外へ呼気と

ともに放出されるが、COがある場

合その肺胞からの解離が阻害され

る。 

重要な

人への

影響と

その汚

染条件 

(1) 内因性 CO（自然的に体内で発生す

る CO）の肺胞での解離を阻害する

ことなく、完全に生理学的に解離を

円滑に進行させるためには、吸入空

気の CO濃度は 5ppmを下回ること

が望ましい。 

(2) 喫煙・暖房・厨房、および大気汚染

における CO の汚染などから吸収

された CO をすみやかに体外へ排

除するためには、環境大気中の CO

は可及的に低濃度でなければなら

ない。たとえば、1時間値の平均 CO

濃度 20ppmの空気を、8時間の間呼

吸して COHb が増加した人の

COHb 量が、もとの値までに回復す

るためには、1 時間値 5ppm 程度の

ところに、少なくとも 8時間以上い

ることが必要である。この状態を 1

時間値の 24 時間平均値に換算する

と 10ppm程度となる。 

(3) 時間識別能力の低下は、COHb量が

2%に達するとあらわれてくる。た

とえば、24時間、COに汚染された

空気を呼吸する場合には、COHb 量

を 2%以下は維持するためには、CO

濃度の 1 時間値の 24 時間平均は

10ppm 以下でなければならないこ

とになる。また、1 時間だけ COに

汚染された空気を呼吸する場合に

は、1時間値 55ppm以下であること

が望ましい。 

(4) 心筋梗塞発作患者には、1時間値の

24 時間平均濃度 10ppm の CO 汚染

が数日間つづくと、COによる悪影

響があらわれる。 

(5) COHb 量が 5%に達すると、精神神

経機能が低下すること、貧血者、重

要臓器の循環障害者の死期が早ま

ることがみとめられている。この

COHb 量 5%は、30ppm 8 時間で生

じる。 

 

一酸化炭素に係る環境基準の設定について

は、1969年 1月から一酸化炭素環境基準専門委

員会で検討が進められ、1969 年 9 月 11 日にこ

の委員会は、一酸化炭素の環境基準として、(1)

連続する 8時間における 1時間値の平均 20ppm

以下、(2) 連続する 24時間における 1時間値の

平均 10ppm 以下のいずれも満たすことと報告

している。建築物衛生法施行令は 1970年 10月

12日に公布されており、それ以前に基準値の検

討が実施されていたと考えられる。一酸化炭素

環境基準専門委員会は、一酸化炭素の健康影響

を考慮すると、5ppm以下が望ましいとも報告し

ている。従って、建築物環境衛生管理基準とし

ては、一酸化炭素の環境基準の 24時間における

1時間値の平均 10ppmを採用したものと考えら

れる。 

その後、WHO 欧州事務局が室内空気質ガイ

ドラインを 2010 年に公表し、一酸化炭素の 24

時間平均のガイドラインとして 6 ppmを勧告し

た 13)。このガイドラインは、一酸化炭素への長

期間曝露によって、感覚運動能力の変化、認識

能力への影響、感情や精神への影響、循環器系

への影響、低体重児出生などとの関連が報告さ

れてきたことによる。このことを受けて、建築

物環境衛生管理基準が 2021年 12月に 6 ppm以

下に改正された。なお、WHO は、2021 年に空

気質ガイドラインを改正し、一酸化炭素の 24時

間平均値として 3.4 ppmを勧告した 11)。この改

正は、心筋梗塞による入院や死亡率の上昇に基

づいている。 

 

B.3.4 ホルムアルデヒド 

室内空気中のホルムアルデヒドの量につい

ては、世界保健機関欧州地域事務局の空気質ガ

イドライン等において、短期間の吸入暴露によ

る鼻咽頭粘膜への刺激作用を考慮し、その指針

値は「30分間の平均値で 0.1mg/m3」と定められ

ている 14,15)。本改正においても、同指針値を考

慮し、ホルムアルデヒドの量に関する基準の設

定が行われた 16)。WHO の最新の室内空気質ガ

イドラインにおいても、30 分間の平均値で

0.1mg/m3が維持されている 13)。この評価では発
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がん影響や慢性疾患も考慮されており、このガ

イドラインによって、長期曝露による肺機能へ

の影響、鼻咽頭がんや骨髄性白血病の発症も防

止できるとしている 13)。 

 

C. 室内 PM2.5の基準制定に向けて 

C.1 PM2.5の基準値，指針値 

室内における粒子状物質の基準としては、先

にも述べられているように、建築物衛生法にお

いては粒径 10 µm 以下の浮遊粉じんが対象と

なっている。現在の建築物においては、たばこ

煙による濃度の上昇は見られず、浮遊粉じん濃

度の不適率（不適合となる建築物の割合）につ

いても低い値で推移している。大気環境におい

ては、ディーゼル排ガスなどの微小粒子が健康

影響で問題となり、微小粒子状物質（粒径 2.5 

µm の粒子を 50%の割合で分離できる分級装置

を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後

に採取される粒子：PM2.5）に係わる環境基準

として、2009年に、1年平均値 15 µg/m3、かつ

1日平均値が35 µg/m3以下であることが制定さ

れた。 

室内においては、日本には基準値、指針値は

ない。WHO においては、大気及び室内につい

ても、年平均値が 5 µg/m3、24時間平均値が 15 

µg/m3以下であることとしている。米国 EPAに

おいても、室内の指針として、年平均値が 9 

µg/m3と 12 µg/m3から引き下げられ、24 時間

平均値が 35 µg/m3となっている。 

   

表 5 主な PM2.5 濃度の基準値・指針値（µg/m3） 

国・機関 年平均 24時間平均 

大気環境基準

（日本） 

15 35 

WHO (2021) 5 15 

EPA（米国） 9 35 

EU 10 25 

 

C.2 室内 PM2.5 の現状と対策・課題 

室内における微粒子の発生源については、大

気の侵入に加え、大気と同様に室内での燃焼に

よって発生することが知られている。従来から

指摘されている発生源として、調理、ろうそく、

アロマ、ヘアースプレー・ドライヤー、タバコ

煙、ガスストーブなどが、室内空気中の実測又

はチャンバーを用いた発生試験により確認され

ている 17,18)。これらから発生した粒子には粒径

100 nm 以下の超微粒子（ナノ粒子）が含まれ

ている。更に、コピー機やレーザープリンタな

どの情報機器からの発生 19)もある。 

室内における粒子状物質の発生源は多岐に

わたり、また発生した粒子も 10 nmから 10 µm

の広範囲の粒径に渡っていること、これらが建

築物衛生法の建築物環境衛生管理基準値となる

粒径 10 µm以下の浮遊粉じんのみならず、大気

環境基準の PM2.5 に該当するような粒径の粒

子も従来から建築物室内には含まれている。上

述した室内の微粒子の発生源としては、住宅室

内においてみられるものが多く、事務所などの

特定建築物においては、たばこ煙や燃焼器具な

どの強力な発生源が少ない状況であることから、

外気からの侵入が室内 PM2.5 濃度の基盤とな

っていると考えられる。 

特定建築物となる事務所建築物において室

内と外気のPM2.5濃度を測定した例がある 20)。

図 1 建物の各室内における PM2.5 濃度及び室

内と外気濃度の比を表す I/O比を示す。今回の

測定箇所においては、PM2.5 濃度が 0.002〜

0.03 mg/m3程度となり、大気の基準値の「1日

平均値が 35 µg/m3 以下」を下回る結果となっ

た。I/O比については、0.1から 1.2の範囲の値

となった。O05については、他の建物とは異な

り、室内での在室者及び来訪者が多いことから、

室内での発生量が多いことが要因と考えられる。

O08については、個別空調建物であり、外気か

らの侵入が大きいことによるものと考えられる。

一方、I/O比の低い T05、T17、O03、O05、O06

の空調機は中央方式であり、空調機に設置され

ているエアフィルタにより、外気及び室内の粉

じんを除去していることが考えられる。以上の

ように、室内 PM2.5濃度については、室内での

発生源がある場合、また外気からの侵入により、

その濃度が高くなる可能性がある。特に建物に

より濃度、I/O 比が同様の傾向を示しているこ

とから、外気からの侵入、外調機等の特性によ

るものが考えられる 21)。建築物においては、現

在室内の発生は決して多くないものの、大気か
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らの影響も受け、WHO の指針値と比較すると

濃度が高い建物も存在する。室内の PM2.5 の

対策としては、通常の室内汚染物質と同様に、

室内に入れない、室内で発生させない、発生し

たら速やかに除去することが基本となる。発生

した微粒子の除去には、外気処理及び還気空気

の浮遊粉じん浄化のために、エアフィルタが装

着されていることが濃度の低下に寄与できるも

のと考えられる。 

 基準値、測定値共に質量濃度として表現され

ている。健康影響については質量濃度で検討さ

れ基準値が示され、測定方法としてもサンプル

の質量を計測するもの又は同様の値を表示する

相対濃度計が用いられている。しかし、超微粒

子など微小粒子は、粗大の粒子よりも格段に質

量が小さく、質量濃度で表現することが難しく

なる。計測方法としても微粒子の質量を測定す

るよりも、散乱光などを検出して計数すること

が容易で、個数濃度での評価の方が都合がよい。

健康影響の評価の元となる個数濃度による測定

例が少ないため、個数濃度で表現された基準値

はないため馴染みはないが、測定機器の低価格

化、簡便性などからデータが揃ってくれば、個

数濃度での評価が有効になるかもしれない。 

 

 

図 1 各室の PM2.5濃度と I/O比 

 

D. 室内空気質の総合評価 

D.1 大気質指数 AQI 

大気環境における空気の汚染度を一般の人

にも分かりやすく数値化した指標として、米国

EPAにおいて、表 6のように 0〜500の数値と

6 段階の色分けにより表示しているものであり、

この指標を参考に表 7のように各国が異なる指

標として適用している。 

表 6 AQIのレベル分け 

 

 

表 7 各国のAQI 

国 指標の名称 特徴 

アメリカ  US-AQI 世界で最も

普及してい

る基準。0〜

500 の数値

で評価し、6

色で色分け。 

中国 Chinese AQI 汚染レベル

が高い状況

に合わせた

独自のしき

い値を設定。 

インド National AQI 独自の 6 段

階評価。 

欧州(EU) European AQI 欧州環境庁

（EEA）が

運用。個別の

物質ごとの

状況を重視。 

韓国 CAI 

(Comprehensive 

Air-quality 

Index) 

0〜500 の数

値で、4段階

（ Good, 

Normal, 

Bad, Very 

Bad）に色分

け。 

イギリス  DAQI (Daily Air 

Quality Index) 

1〜10の「10

段階」で表

示。 

カナダ AQHI (Air 

Quality Health 

Index) 

1〜10+の数

値で、大気汚

染による「健
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康リスク」に

特化。 

 

 EPA による AQI の大気の評価項目は、大気

汚染物質であり、基準値が存在する CO，NO2、

O3、SO2、PM10、PM2.5を対象に、表 8の各

汚染物質の濃度閾値を用いて、下記の式により

各汚染質の汚染指数 Ipを計算し、一番高い値が

その場所のAQIとされる。 

 

表 8  AQIの指標区分の境界値 

 

 

 

𝐼𝑝 =
𝐼𝐻𝑖 − 𝐼𝐿𝑜

𝐵𝑃𝐻𝑖 − 𝐵𝑃𝐿𝑜
(𝐶𝑝 −𝐵𝐶𝐿𝑜) + 𝐼𝐿𝑜 

𝐶𝑝: 測定値 

𝐵𝑃𝐿𝑜:表中での𝐶値が当てはまる濃度区間の下限値  

𝐵𝑃𝐻𝑖  :表中での𝐶値が当てはまる濃度区間の上限

値 

𝐼𝐿𝑜  :表中での𝐶値が当てはまる指数区間の下限値 

𝐼𝐻𝑖  :表中での𝐶値が当てはまる指数区間の上限値 

 

D.2 室内空気質への適用 

室内空気質について、大気の AQIのような指

標については様々な提案はされていたが、まだ

特定の指標はない。室内空気質の評価について

は、単なる汚染物質の濃度と基準値との比較だ

けではなく、複合的な汚染物質の影響・健康リ

スク、主観的満足度、快適性、温熱環境との統

合などの課題が考えられる。既往研究 22)におい

て、表 9 に示す様々な手法の室内用の AQI

（IAQI）について検討を行っている。多くの

IAQIは、平均濃度を曝露限界値(ELV)で除して

いる形式となっており、汚染物質ごとのサブ指

数を計算し、それらを集約して 1つの総合指数

を計算している。 

 

表 9  各 IAQIの一覧 

 

 

 上述の計算手法については、大まかに 4種類

に分けることができ、①合計・平均型、②最大

値型、③特定の数式型、④ブレークポイント濃

度を使ったスコア型となる。①合計・平均型に

ついては、測定値を基準値で割った方法で項目

数を除するものもあり、全ての項目を同じ重要

度としている。②最大値型では，BILGAの様に、

全項目のサブ指数の最大値を計算に取り入れ、

一番成績が悪い汚染質濃度のみ計算している。

③特定の数式型では、曝露限界値(ELV)に基づ

かず、それぞれの汚染質の値をリターンする特

定の式に基づいている。またはそれを合計した

ものである。④ブレークポイント濃度を使った

スコア型については、各汚染物質に対して濃度

の範囲（ブレークポイント）に応じたスコアを

割り当てる方法となっている。最終的に、カテ

ゴリごとのスコアを重み付きで合計して総合ス

コアを算出する。それぞれには、利点・欠点が

あり、利点としては基準値と測定値があれば

AQI のように簡便で評価できることがあるが、

室内空気汚染物質ごとでリスクが異なるものの

それを評価しきれていない場合もある。 

以上のような検討に加え、様々な IAQI につ

いて提案がされ、住宅を含めた建築物における

室内汚染物質の濃度を用いて検討が行われてい
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る 23-25)。さらに温熱環境の項目として PMVを

考慮した指標も検討がされている 26)。空気質と

温熱環境との重みづけを如何に行うかが議論の

余地を残すが、今後の空気環境を総合的に評価

する上で重要な検討項目となっている。 

  

E. まとめ 

建築物環境衛生管理基準の設定は、1966年に

報告された厚生科学研究「ビルディングの環境

衛生基準に関する研究」が基盤となっており、

二酸化炭素についても同様ではあるが、1968年

に WHO が公表した「住居の衛生基準に対する

生理学的基礎」の報告書も考慮されていると考

えられた。浮遊粉じんと一酸化炭素については、

大気汚染における取り組みが関与している。浮

遊粉じんについては、公害防止計画策定の基本

指針、一酸化炭素については、大気環境基準を

設定する際に各々の研究会や専門委員会で提案

された数値が参考にされたと考えられる。ホル

ムアルデヒドの建築物環境衛生管理基準は、

WHO 欧州が公表した空気質ガイドラインが考

慮されている。近年の知見では、二酸化炭素、

浮遊粉じん、一酸化炭素、ホルムアルデヒドに

おいて、諸外国や国際機関でリスク評価が行わ

れ、ガイドラインが設定されている。さらに室

内の微生物汚染や大気中の超微小粒子汚染など、

室内環境や大気汚染による健康影響が近年示唆

されている。このような状況を鑑みれば、建築

物の利用者の健康を維持増進するためにも、建

築物における空気環境の維持管理の重要性はさ

らに高まっている。従って、建築物環境衛生管

理基準の果たす役割は極めて大きく、今後のさ

らなる発展が期待される。 

室内 PM2.5 については、諸外国の指針値を

調査し、その発生源と建築物における実態につ

いて文献調査を行った。特定建築物においては、

室内発生とともに外気の侵入を考慮する必要が

あり、WHO の指針値を達成するための対策と

しては空調機エアフィルタが重要な役割がある

こと、測定方法に課題があることを述べた。 

室内環境、特に室内空気質の総合的な評価に

ついて、既往研究のまとめを行い、大気環境で

用いられているAQIとともに、室内空気質につ

いて考慮している文献の調査を行った。それぞ

れの提案手法には、長所、短所があり，特定建

築物に適用する際には，更なる検討の必要があ

ることを述べた。 
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1-2 ASHRAE Standard 62.1 -2022 Ventilation 

and Acceptable Indoor Air Qualityのレビュー

及び考察（本間義規） 

 

A. 研究目的 

A.1. アメリカの換気基準 

オフィスビルなどの非住宅の換気基準とし

て活用されているのが ASHRAE（米国暖房冷

凍空調学会）Standard 62.1 1）である（図 1）。

アメリカ合衆国は、州・自治体ごとに建築法規・

換気等の技術基準が定められており、連邦レベ

ルでは IBC (International Building Code)及び

IMC(International Building Code)でその枠組

みを提供している。換気については、IMC 

section 4 にて Ventilation が規定され、

ASHRAE90.1（低層建築物を除く省エネ基準）、

ASHRAE62.2 が具体的な数値基準として引用

されている。ほとんどの州・自治体では IMC-

ASHRAE62.1を採用しているが、次に示す州・

自治体は独自の省エネ規制や気候対応（湿潤・

寒冷）などにより、ASHRAE基準をベースにし

ながらカスタマイズしているというのが実情で

ある（カリフォルニア州：California Building 

Standards Code（Title 24）、フロリダ州： 

Florida Building Code、ワシントン州：

Washington State Building Code (WAC 51)、

ミネソタ州：Minnesota State Building Code 

(Minnesota Rules Chapter 1346)、ニューヨー

ク市：NYC Building/Mechanical Codeなど）。 

ASHRAE が策定している ASHRAE62.1 

Ventilation and Acceptable Indoor Air Quality 

(ANSI Approved)は、1973年に初版（初版タイ

トル“Standards for Natural and Mechanical 

Ventilation”）が作られ、1981年に現在の名称

に変更になっている。当初 10 年おきに改訂さ

れていたが、1999 年以降は 3 年ごとに改訂さ

れている（2004年に規格 62は 2つの規格に分

割された。62.1は商業施設、公共施設、高層住

宅、62.2は低層住宅を対象としている）。IBC、

IMCに参照されるようになったのが 1990年代

で、そのころに IBC、IMC コード向けの記述、

すなわち、用語の定義、室用途ごとの呼吸域の

最低必要換気量、計算条件等、基準としての記

載方法に変更となった。換気量要件の計算、多

数室を経由する場合の外気取り入れ量要件の計

算法の説明は、全てUser’s Manualに移行して

いる（従って具体的な計算手順は 62.1マニュア

ル 2）に詳しい）。なお本項は、ASHRAE62.1委

員会の委員を長らく務めている Andrew 

Persily（National Institute of Standards and 

Technology）のレビュー文献 3）を参考に、欧

州規格情報などの改廃などを確認、日本の状況

も踏まえて整理している。 

 

B. 研究方法 

 本検討では、ANSI/ASHRAE62.1-20221)及び、

ANSI/ASHRAE62.1User’sManual-20192)、及

び Persily の文献 3）を参考にして換気量設定

の考え方とその量の推移に関し検討を行う。 

B.1. ASHRAE62.1の策定及び改訂の歴史 

換気の重要性に関する議論は 18 世紀のラボ

アジェに始まり、ペッテンコーフェル（1858年、

住宅建築の換気について）、ナイチンゲール

（1863年、瘴気論、病院ノート）らによりその

概念がほぼ確立した。アメリカではビリングス

（John Shaw Billings, 1838～1913, 1884 年

『The Principles of Ventilation and Heating』

の著者)が有名である。ビリングスは人体からの

放出物質（主に細菌等）の除去を目的として一

人当たり 15L/s（54m3/h）の換気量を提案した。

1913 年ニューヨーク州換気委員会では 5L/s～

7.5L/s(18～27m3/h)、1930年代には、Lehmberg

及び Yaglou らが体臭レベルを指標とするチャ

ンバー実験を行い、1人あたり約 8 L/s（7.5 ～

9 L/s）の換気量で不快ではないレベルを維持で

きることを示している。 

初版である ASHRAE規格 62-73“Standards 

for Natural and Mechanical Ventilation”では、

換気量に関し「居住者の健康、安全、および幸

福を維持するための最小および推奨空気量」の

2 種類を定義し、健康・快適性、建築基準法等

の規制における規格活用、必要換気量、屋外空

気質と濾過、対象特定汚染物質、汚染物質濃度

の制限値、性能評価手法など、長年にわたり議

論となる多くの課題を提起している。また、こ

の規格は 271の個別の室用途・空間タイプに対

する換気量を示していることが特徴で（図 2）、

この細かな規定方法は最新版でも継続している。
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オフィス空間の換気量 1 人当たり 7.5 L/s 

(27m3/h)を最低要件、7.5 L/s～12.5 L/s(27～

45m3/h)を推奨値として示している。また教室

は、1人当たり 5 L/s(18m3/h)を最低要件、5 L/s

～7.5 L/s(18～27m3/h)を推奨値としていた。 

図 3に示すように、時代に応じて必要換気量

が見直されてきている。その要因は石油ショッ

ク（省エネルギー）や喫煙の有無、さらに健康

影響或いは快適性の観点が組み入れられている

が、産業暴露とは異なり、こうした低濃度暴露

は、その健康影響が明確になりにくく、従って

社会背景によって大きく変化することがある

（石油ショックにより換気量を低減し、これに

よりシックビル症候群が発生したとされてい

る）。なお、2004 年版（商業ビル、公共施設、

高層住宅を対象とする基準を 62.1 としている）

から、換気必要量の形式が 1 式に示すように、

①1 人当たりの外気導入必要量と②単位床面積

当たりの必要外気導入量の 2種類を加算した量

が必要換気量となるように定義変更している。

この加法性の概念は、実験室と現場の両方で実

証されており 4、5、6)、欧州規格 EN16798-1,3で

も採用されている。 

 

𝑉𝑏𝑧 = 𝑅𝑝 × 𝑃𝑧 +𝑅𝑎 × 𝐴𝑧   (1) 

 

ただし、Vbz:呼吸域の必要外気導入量(L/s)、Rp:

一人当たりの必要外気導入量(L/s/person)、Ra:

床面積基準の必要外気導入量(L/s/m2)、Pz:ゾー

ンの在室者数(person)、Az:利用空間の床面積

(m2) 

 

C. 研究結果 

C.1. 換気量設定の根拠 

オフィスビルでは、1人当たり 10 L/sを超え

る換気量はシックハウス症候群（SBS）の症状

発生率の低下と関連していることをMendellの

32 論文のレビュー研究が示している 7)。一方、

Seppanenや Fiskらは、労働者のパフォーマン

スに与える換気の影響に焦点を当てた研究を実

施し、15 L/sまでの換気量でパフォーマンスが

統計的に有意に改善されることを示している 8)。

Sundellの研究では、さらに高い換気量（1人あ

たり約 25 L/s（90m3/h））がオフィスにおける

SBS症状の軽減に関連すると結論付けている 9)。

10L/s と 25L/s では 2.5 倍の開きがあり、閾値

の設定は困難である。健康影響と換気量の関連

性は低濃度で困難であり、かつ特定の換気量に

よる健康影響を判断するためのデータは限られ

ている。 

アメリカでは、労働安全衛生局（OSHA）が

職場環境における PEL（許容暴露限界）を定め

ている 10)。また、米国産業衛生専門家会議

（ACGIH）が職場環境における汚染物質への曝

露に関する TLV（閾値）を定めている 11)。これ

らの値は、健康な成人労働者の 8時間曝露で健

康影響がないことを基準としている（これらの

数値基準は労働環境などの産業保健を対象とし

ており、オフィス、学校、住宅などの非産業環

境や、子供、高齢者、既往症のある人には適用

されない）。また、米国環境保護庁（EPA）は屋

外汚染物質レベルを規制しているが、屋内空気

の規制権限はない。 

ASHRAE 62-73は、外気濃度限度値に加えて

ACGIH TLV値の 10分の 1に基づいている（10

分の 1という係数は、特定の曝露評価や予想さ

れる健康影響に基づいて定められたものではな

い）。ASHRAE規格 62-1981では、室内空気質

手順（Indoor Air Quality Procedure）が導入さ

れた。この方法は代替的性能基準設計手法であ

り、室内起源の空気汚染物質に関するガイドラ

イン値を用いて計算にて算出する方法である。

このときは 20 種類の化合物または化合物群が

記載されていたが、限度値が設定されているの

はそのうち 5 種類（CO2、クロルデン、ホルム

アルデヒド、オゾン、ラドン）のみであった。 

 

D. 考察 

D.1. 換気量設定の根拠 

室内の CO2濃度は 18 世紀以来、換気量及び

室内空気質の議論の主要なテーマである。オフ

ィスなどの室内 CO2濃度が、産業保健ガイドラ

イン（ACGIH TLV は週 40 時間労働で 9000 

mg/m3（5000ppm）、15 分間曝露で 54000 

mg/m3（3％））のレベルに達することは殆どな

く、1000ppm～2000ppm の範囲で基準値等が

議論されることが多いが、低濃度暴露の健康影

響は難しく、換気および室内空気質基準におけ
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る CO2 基準値に関して多くの混乱が生じさせ

ていると Persilyは述べている 3)。ASHRAE規

格 62-1981 では、規格への適合に性能評価法

（IAQP）を適用する際の室内 CO2基準値とし

て 4500 mg/m3 (2500ppm)を定めており、

1989年に 1800 mg/m3（1000ppm）に変更して

いる。しかし、1999年版以降、CO2濃度は室内

空気質の絶対的な判断基準ではない 12）という

理由によりASHRAEではCO2濃度自体を基準

値から削除し、人数当たり、面積当たりの風量

で規定するという方法に変更になっている

（CO2の健康や快適性への影響とは関係ないと

判断された結果である。反論としては、例えば

使用頻度の低い空間では、CO2濃度が低くても

建材からの放散物質で汚染されていることがあ

ること、また空気清浄機を利用すれば粒子状浮

遊物質は除去され、健康影響がない状態だった

としても CO2 濃度が高くて NG と判断される

こともあり得る。近年では地球温暖化対策から

CO2吸収技術が進んでいるが、室内でこの装置

を使用して換気量を低減しようとする誤った提

案も行われている）。 

ちなみにEN16798-1では、Category I：外気

+550 ppm（最高水準：高い快適性、子供や高齢

者など敏感な人向け）、Category II：外気+800 

ppm（標準、一般的な新築・改修建物の目標値）、

Category III外気＋1350ppm（並：既存の建物

など、許容できる最低限のレベル）、Category IV

外気＋1350ppm以上（最低ランク：短時間のみ

など）というような定め方をしている 13)。 

 

E. 結論 

ASHRAE62.1の成立・策定及び改訂の歴史を

紐解きながら、換気量設定および室内空気質の

考え方を確認した。また、アメリカの州制度の

下でこの規格がどのように運用されているのか

を確認し、法律としての厳格な記述としている

ASHRAE規格と、より具体的な説明・解説を行

うマニュアルに分離し、詳細な設計法（IAQP、

多数室での風量設定の考え方や汚染物質に基づ

く計算法など）がそのマニュアルで説明されて

いることがわかった。また、換気量設定の根拠

は ASHRAE 内でも 20 年ほど議論され、結果

として快適性及び公衆衛生（健康への配慮）の

２つが換気の目的であると明確に定義している

ことを確認した（2008 年）。つまり、アメリカ

においても換気は公衆衛生の一環であるという

コンセンサスがあるということである。 

ASHRAE規格は、50年の歴史のなかで、換

気量基準の変更、CO2基準値の撤廃、人体起源

（体臭）と建材起源の汚染物質に応じた風量設

定など、大掛かりな検討が行われ、かつ変化を

続けている。また州制度での活用ということも

あり、法律としての位置づけとそのための詳細

な解説が行われている。また欧州規格とも相互

に連動しているということも確認することがで

きた。 

1970年に制定した建築物衛生法はASHRAE

規格よりも歴史が長いが、建築物環境衛生管理

基準の空気質基準はホルムアルデヒドの追加

(2003)とCO濃度（2021）以外、変更になって

いない。ASHRAE62.1と比較すると、換気量基

準がないこと、人がいなくても換気装置は稼働

或いは定期的稼働しているという点が大きく異

なる（日本では、使用頻度の少ない会議室や講

堂が竣工後数年たっても化学物質臭がするのは、

使用時以外、換気を完全に止めているからであ

る）。また特定建築物の建物用途（百貨店、事務

所ビル、興行場、旅館・ホテル、学校、美術館

等）も同一の考え方である。建築行政サイドの

検討では、シックハウス法改正或いは国交省か

らの外気 CO2 濃度上昇に伴う必要換気量の在

り方に関する検討の委託研究もある（空気調和・

衛生工学会換気設備委員会・室内空気質小委員

会で「室内空気質のための必要換気量」研究成

果報告書（2016年 10月 31日）14)）。この学会

委託研究の成果報告で実施されたシンポジウム

では、最終的結論として外気濃度プラス

700ppm を条件として行う、という表通認識を

持ったとされる。 

いずれにしても、ASHRAEの検討は、空気質

部会が研究を進めていく上で、重要なチェック

リストになるであろう。 
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図 1 ANSI/ASHRAE Standard 62.1-2022  
Ventilation and Acceptable Indoor Air Qualityの表紙と目次 1)  

図 2 ANSI/ASHRAE Standard 62.1-2022 の呼吸域最低換気量の規定例 1)  
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図 3 オフィス空間の ASHRAE62.1呼吸域最低換気量の変遷（L/sをm3/hに変換） 
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